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企業理念

私たちは再生可能エネルギーの開発を通じ、
幸福で持続可能な社会創りをリードしていきます。

化石燃料による発電に伴う温室効果ガスの排出がもたらす地球温暖化への対策として、および、いず
れ枯渇する化石燃料の代替エネルギー源として、再生可能エネルギーの普及拡大が望まれています。

私たちは、変化する事業環境に柔軟に対応しながら、その先にある時代の要請やニーズを的確に汲み
取り、再生可能エネルギーによる真に安定的かつ経済的な電力供給を行い、業界のリーディングカン
パニーを目指します。

私たちは、常に地域社会との共生を考えながら、自らが再生可能エネルギーの開発から電力供給に至
るまで一貫して携わり、自らが長期に亘って発電所の保有、運営を続けることにより、次の世代が幸
福で安定した生活を営める持続可能な社会創りに挑戦していきます。
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会社概要

会社名
ＥＮＥＯＳリニューアブル・エナジー株式会社

ENEOS Renewable Energy Corporation

所在地 東京都港区六本木6-2-31 六本木ヒルズノースタワー

HP https://www.eneos-re.com/

設立 2012年8月20日

資本金 287億円

主要株主 ENEOSホールディングス株式会社、三井住友信託銀行株式会社

従業員数 276名（単体）、510名（連結） [2024年3月31日現在]

代表取締役 社長 竹内 一弘

事業内容
発電プラント（風力、太陽光、バイオマスその他自然エネルギー発電）に関する事
前調査、計画、設計、関連資材調達及び販売、土木工事、電気工事、建設、運転、
保守点検事業並びに売電事業

子会社

ＥＮＥＯＳリニューアブル・エナジー・マネジメント株式会社
（発電プラントの運転及び保守点検事業）
ＥＮＥＯＳリニューアブル・エナジー・ソリューションズ株式会社
（再エネ電力の小売及びトレーディング事業）
エコグリーンホールディングス株式会社（木質バイオマス再資源化事業）

https://www.jre.co.jp/
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開発・運転実績

発電所数 113
設備容量 1,306MW 
（運転中＋建設中）

2024年8月現在

運転中

建設中

太陽光発電所

風力発電所

バイオマス発電所

建設中の発電所

発 電 所
件 数

設備容量
（MW）

太陽光
発電所

88 949

風力
発電所

12 229

バイオマス
発電所

1 24

合計 101 1,202

発 電 所
件 数

設備容量
（MW）

太陽光
発電所

10 74

風力
発電所

2 30

合計 12 104

「八峰町および能代市沖」
洋上風力事業の事業者に選定
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開発企画から運転、売電、保守管理までの一貫事業体制

一貫体制の特長

⚫ 地域コミュニティーとの長期的な関係構築

⚫ ノウハウ・知見の蓄積と人材育成

⚫ 長期にわたる安定収益の確保

⚫ アグリゲーション・売電面での付加価値強化
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REASP（再生可能エネルギー長期安定電源推進協会）について
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電力市場統合に向けた、これからの電力市場、
再生可能エネルギー最大活用にむけて
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GHG削減目標達成には再エネの更なる大量導入が求められる

• 現行エネ基の2030年電源構成、2035年のGHG60%削減（2019年比）、また2050年カーボン
ニュートラルの実現に向け、再エネの導入を2035年に現状の約2倍、2040年に約2.5倍、2050年に
約3倍に増加させる必要がある

• ただし、現状のペースでは、2030年度の目標（再エネ比率36～38%）は達成できず、導入増に向け
て追加的な対応が必要との指摘あり

• 再エネの更なる導入拡大にあたっては、再エネの「市場統合」が待ったなしの課題
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再エネ事業者に求められる市場統合

• 2022年度の改正再エネ特措法施行に伴い、Feed in Premium（FIP）制度が2022年度より開始

• 政府が目指すのは再エネの「市場統合」 FIPはこの市場統合に向けての準備・橋渡しとしてのス
テップとの位置づけ

• 再エネの本格市場統合に向け、これまでFITでは対応不要であった以下の対応が必要となる

• 一方、再エネが本来有する価値、或いは今後新たに有することの出来る価値には、これまでの電力
市場では必ずしも顕在化しない（埋没する）ものも多く、新たな評価・取引システムが必要なもの
も多い

FIT FIP FIPでの留意点

売電単価 固定
変動

（市場価格と連動）

但しプレミアム込みの売電収入の1年を通した平均は一
定水準に保たれる見込みで、FIT同等の収入が期待でき
る（価格高騰があればFIT以上の可能性も）

売電先 送配電事業者 発電事業者が売電先を探す
市場売電、相対（小売や需要家とのPPA、アグリゲー
ターによるオフテーク等）

インバランス 対応不要
要対応

（インバランスリスク有）

30分毎の計画値と実績値の差異（インバランス）に対
しコストを負担する必要あり（政府から一定額補助が
当面あるがこれを超える場合はリスクに）

kWh以外
の価値

なし
環境価値、需給調整市場

へ参加可能

ただし、環境価値売却分は賦課金から実質減額調整さ
れるため減額対象金額以下で売却した場合はダウンサ
イドに
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再エネ×蓄電池の可能性

FIT下においては、出なりでの固定価格売電であった自然変動再エネは、FIP制度導入によ
り、蓄電池と組み合わせることで様々な付加価値を産み出す可能性が広がっている

• 値差取引による収益+再エネ出力
抑制回避

• 需給調整市場、容量市場での収入
• FIPのプレミアム収入
（以上は併設型蓄電池を想定 系統側蓄
電池でも同様の効果が可能となる制度改
善に期待）

• 発電計画値≠実績値となった場合
にインバランス発生

• 蓄電池からの充放電による調整で
これを回避（安定供給とコスト削
減）

• 蓄電池を活用し、「タイムシフト
PPA」等の高付加価値PPAの実現

• リアルタイム再エネニーズへの対応

再生可能エネルギー 蓄電池

計画 実績 計画 実績

タイムシフト等による収益向上１ 再エネの安定供給に向けた対応２ 高度な再エネニーズへの対応３

蓄電池からの放電により不足
インバランスの支払い回避

不足

現在は、総量として使用電力量以上
の再エネを買っていれば再エ100%

将来は、時間単位での再エネ100%
供給が必要になるか（24/7）

太陽光
発電量

需要家需要量

蓄電池による
時間帯調整
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再エネの時間価値（リアルタイム再エネが価値を生む時代に？）

• 現状、年間の消費電力量≦非化石証書確保量であれば再エネ100％と主張可能だが、時間帯によって
は消費電力量＞非化石由来電力量となっている時間帯も多く存在、化石由来電力の多い時間帯に再
エネを活用する価値が埋没している状況

• この点、GHGプロトコルにおける「スコープ２ガイダンス」の見直しが検討されており、再エネの
時間単位での同時同量（Hourly matching）に向けた議論が進んでいる（類似の議論が国連のCFE 
Compactでも進行中）

• 現状は年間の平均値となっている排出係数についても、時間毎により細かく排出量を把握できるよ
うにし、また非化石証書等に再エネの発電時間情報が上乗せされることで、埋没された価値を評
価・取引できるようになるのではないか（この価値を活かすためには前頁の蓄電池によるタイムシ
フト運用の熟練が重要）

2024年9月27日「第96回制度検討作業部会」資料4-2より抜粋
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追加性価値 VS 退出防止価値

• 2022年10月にRE100の技術要件が改訂され、新たに「追加性」要件として、いわゆる「15年ルー
ル」が導入

• また、15年以上のPPAを締結するためには当該需要家がオリジナルオフテイカーである必要がある
（FIT運開済の案件をFIP転してもこの要件を満たさないと見做されるケースも）

• 特に2032年以降多く発生するFIT後再エネは、このルールに基づく場合（リパワリングをしない限
り）CPPAでの売電が困難となる可能性あり FIT後の退出を防止させる価値をどう見るか

2022年10月31日「第71回制度検討作業部会」資料6より抜粋

オリジナル
オフテイカー
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再エネの質的価値を如何に評価・取引するか

出典：2023.10.5 三菱総合研究所ニュースリリースより抜粋：三菱総合研究所、UPDATERとの再エネ電力の付加価値に関する共同研究結果を
発表 再エネ電力を利用する約9割の需要家が環境価値以外の付加価値を重視 | MRI 三菱総合研究所

• 再エネの調達を希望する需要家にとって、環境価値（再エネ指定非化石証書）を有する再エネであ
れば何でも良いということではなく、以下のような付加価値も存在する

✓ 電源種

✓ 電源立地地域

✓ 追加性（前頁のとおり）

✓ 地域との共生（地域貢献の度合等）

✓ 周辺自然環境との共生（生物多様性の維持向上への貢献等）

• 特に地域共生は、需要家にとっても今後益々重要な要素。更には生物多様性への影響も今後注目

• 一部需要家はこれら価値に対して、追加的支払い意思を有しており、これら価値を市場で如何に評
価・顕在化させていくかも論点

各付加価値に対する支払意思額の選択比率重視する付加価値への支払い意思を有する需要家比率

https://www.mri.co.jp/news/press/20231005.html
https://www.mri.co.jp/news/press/20231005.html


御清聴ありがとうございました
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